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内部部局における非常勤の隊員等の任免等の取扱いについて 

１ 募集 

  内部部局において勤務する非常勤の隊員（期間業務隊員（隊員の任免等の人事管理の一般的

基準に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓令第６６号。以下「一般基準訓令」という。）第１２

条の２第２項に規定する期間業務隊員をいう。）及びその他の非常勤の隊員（防衛省顧問及び

防衛省参与の設置に関する訓令（昭和６０年防衛庁訓令第４６号）に定める顧問及び参与を除

く。以下同じ。）をいう。以下同じ。）の募集（公募）は、一般基準訓令第１２条の２第３項各

号に該当する場合を除き、同項の規定及び非常勤の隊員の採用について（人計第４０６０号。

２３．４．１）の第２項の規定に基づき、努めて、広くかつ十分な周知期間を設けて行うもの

とする。なお、公募に際しては、志願者から履歴書の提出を求めるものとする。 

２ 任免等 

 (1)  非常勤の隊員の採用は、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第３５条第１項及び第

３項の規定により、選考による。なお、採用に当たっては、自衛隊法第３８条に規定する

欠格条項の該当の有無を調査するほか、一般基準訓令第１２条の２第１項の規定及び非常

勤の隊員の採用についての第１項の規定に基づき、能力の実証を経て行うとともに、採用

内定者に対しては、あらかじめ、雇用条件を示し、確認させるものとする。 

 (2) 非常勤の隊員の任免は、任命権に関する訓令（昭和３６年防衛庁訓令第４号）第８６条

第１項第２号の規定により、２級以下の事務官等の例により、内部部局においては、防衛

大臣が行う。 

 (3)  身分は、自衛隊法第２条第５項の規定に従い、非常勤の隊員となる。 

 (4)  非常勤の隊員は、一般基準訓令第５条の規定により、官名及び公の名称は有しない。 

(5)  非常勤の隊員の任期及び任期の更新は、一般基準訓令第１２条の３の規定に基づき、か

つ、予算の範囲内で定めるものとする。ただし、その他の非常勤の隊員の任期の更新に当

たっては、定員外職員の常勤化の防止について（昭和３６年２月２８日閣議決定）第３項

第５号の規定を踏まえ、いかなる事由であっても、任期終了後の自動更新は行わないこと

とする。 

(6)  人事発令の書式については、○隊員の人事発令の書式（次発人第１８９号。３７．１１．

１）別記第５第１項第２号の規定により、以下のとおりとする。 

ア 期間業務隊員 

「事務補助員（期間業務隊員）を命ずる 

任期は平成 年 月 日までとする 

日給（又は時間給） 円を給する 

    局    課勤務を命ずる」 

  イ その他の非常勤の隊員（短時間勤務等） 

「事務補助員（非常勤）を命ずる 

    任期は平成 年 月 日までとする 

    勤務時間は１週間につき 時間とする 

    時間給 円を給する 

        局    課勤務を命ずる」 



 

 

  （注）１週間の勤務時間が週によって異なる場合などイの発令によることが困難であると

きは、勤務時間に係る部分は、発令しないことができる。 

３ 勤務実績の把握 

一般職の職員の給与に関する法律第２２条第２項の非常勤職員に対する給与について（給

実甲第１０６４号。平成２０年８月２６日。以下「人事院通知」という。）第３項及び国家

公務員の非常勤職員の給与に係る当面の取扱いについて（平成２９年５月２４日人事管理運

営協議会幹事会申合せ）第２項の規定及び「非常勤職員の勤務実績把握方法の例」について

（閣人人第９３９号。平成２９年１２月２６日）を踏まえ、次のとおり非常勤の隊員の勤務

実績を把握するものとする。 

 ⑴ 勤務実績把握の対象者 

期間業務隊員及びその他の非常勤の隊員を対象とする。ただし、次の非常勤の隊員は、

その対象から除く。 

ア 委員、顧問、参与その他これらに類似する職務に従事する非常勤の隊員 

イ 特定の時期に一時的（任期が３月以内）に任用される非常勤の隊員 

ウ 勤務日数が少ない（出勤すべき日が平均週２日未満相当）非常勤の隊員 

 ⑵ 勤務実績把握期間 

非常勤の隊員に係る勤務実績の把握期間は、４月１日から９月３０日までの期間及び１

０月１日から翌年３月３１日までの期間とする。 

 ⑶ 勤務実績把握の担当者等 

非常勤の隊員に係る勤務実績の把握を行うため、勤務実績把握担当者（以下「担当者」

という。）及び勤務実績把握責任者（以下「責任者」という。）を置く。 

ア 担当者 

非常勤の隊員との面談や所見の記載等を行うものとする。 

当該非常勤の隊員が所属する課の長（大臣官房訟務管理官、整備計画局施設整備官、

整備計画局提供施設計画官、整備計画局施設技術管理官、人事教育局服務管理官、人事

教育局衛生官、地方協力局沖縄調整官及び地方協力局調達官を含む。以下同じ。）は、

防衛省本省の内部部局に所属する自衛官及び事務官等並びに防衛人事審議会の再就職

等監察官に係る人事評価の実施について（防官秘（事）第３６５号。２８．１０．１）

別表第１項第１号に規定する係員の評価者の中から担当者を指定するものとする。 

イ 責任者 

担当者が記載した所見の確認や、二次的な所見の記載等を行うものとする。 

当該非常勤の隊員が所属する課の長を責任者とする。 

⑷ 勤務実績把握の方法 

ア 任期開始時における対応 

担当者及び責任者（以下「担当者等」という。）は、非常勤の隊員としての任期中に

当該非常勤の隊員が行う職務内容や期待される役割（以下「職務内容等」という。）を

設定する。採用時に説明した職務内容を踏まえ、可能な限り具体的に記載することが望

ましい。 

設定した職務内容等について、別紙様式の勤務実績把握書（以下この項において「把

握書」という。）を用いて、担当者等と非常勤の隊員との間で認識を共有する。その際



 

 

、可能な限り対面で行うことが望ましいが、それにより難い場合や、採用時に説明した

職務内容に改めて補足等を行う必要がないと認められる場合には、メール送信等の適切

な方法により行う。 

イ 期中における対応 

担当者等は、日常の業務管理を通じ、非常勤の隊員の行動等を把握し、職務に関する

具体的行動事実の収集を行う。 

また、任期開始時に設定した職務内容等に変更や追加が生じた場合には、改めて非常

勤の隊員との間で認識の共有を行う。 

ウ 期末における対応 

(ｱ) 面談の実施 

非常勤の隊員は、担当者等に対して職務に関する自らの実績をその根拠とともに口

頭で申告する。また、任期開始時に設定された職務内容等以外の取組事項があった場

合には、その職務についても申告を行う。 

担当者等は、面談の機会に、非常勤の隊員からの職務に関する申告を踏まえて、十

分なコミュニケーション及び必要な指導や助言を行うことにより、業務改善等を通じ

た組織パフォーマンスの向上を図る。 

指導や助言は、担当者等が把握した具体的行動事実に基づき、可能な限りきめ細か

に行うとともに、具体的な改善点や期待する行動等についても伝達する。 

なお、担当者等は、非常勤の隊員による自己申告の内容について疑問があれば、適

宜非常勤の隊員に確認等を行う。 

(ｲ) 所見の記載 

担当者は、非常勤の隊員の職務に関し、任期開始時に設定された職務内容等をどの

程度果たしたか等について、その根拠や、面談において聴取した自己申告の内容とと

もに、所見を記載する。 

責任者は、担当者が記載した所見の内容を確認する。その内容を修正する必要がな

ければ、責任者の確認をもって所見を確定する。 

他方、責任者が担当者とは異なる認識を有している場合には、担当者に対して説明

をした上で、担当者に所見の修正を行わせるか、自らの所見を具体的に記載し、所見

を確定する。 

なお、所見確定の過程において、責任者の指摘等により、面談で行った指導や助言

の内容に追加や修正が必要となった場合には、担当者等は非常勤の隊員に対して追加

的な指導や助言を行う。 

⑸ 把握書の送付 

当該非常勤の隊員が所属する課の長は、所見が確定した後、把握書を大臣官房秘書課長

に送付する。 

⑹ 把握書の保管 

大臣官房秘書課長は、所見が確定した日の翌日から起算して５年を経過するまでの間、

把握書を保管するものとする。 

⑺ 把握書は公開しない。 

４ 懲戒処分 



 

 

  非常勤の隊員の懲戒処分については、任命権に関する訓令第８６条第２項の規定に基づき、

事務官等の例により、内部部局においては、防衛大臣が行う。 

５ 人事記録 

  人事記録については、内部部局における非常勤の職員の人事記録について（官秘２７０６号。

２１．３．１０。）に定めるところによる。 

６ 勤務時間及び休暇 

 (1)  勤務時間は、自衛官以外の隊員の勤務時間及び休暇に関する訓令（昭和３７年防衛庁訓

令第４３号。次号及び第３号において「勤務時間訓令」という。）第７条及び内部部局にお

ける非常勤の隊員等の勤務時間について（官秘第４４１５号。２１．４．１）の規定によ

り、期間業務隊員については、午前９時３０分から午後６時１５分までとする。ただし、

職務の特殊性等個別の事情に応じた勤務時間とする必要がある場合は、当該期間業務隊員

の所属する課の長が、大臣官房秘書課長と協議の上、他の勤務時間の割振りを定めること

ができる。また、その他の非常勤の隊員については、１週間当たり２９時間を超えないも

のとし、その割振りは、当該非常勤の隊員の所属する課の長が、大臣官房秘書課長と協議

の上、職務の特殊性等個別の事情を考慮し、定めるものとする。 

  (2)  年次休暇は、勤務時間訓令第８条第１項及び隊員の休暇の運用について（人１第４６８

号。６１．１．３１。次号において「休暇通知」という。）第５第１項第１号アの規定によ

り、任期が６月を超えない非常勤の隊員に対しては与えないものとする。 

(3)  選挙権等公民権行使の場合の休暇や、災害時退勤通勤途上の危機を回避する場合の休暇

等の年次休暇以外の休暇は、勤務時間訓令第９条及び休暇通知第５第２項の規定により、

任期が６月を超えない非常勤の隊員に対しても与えるものとする。 

７ 給与 

給与については、特段の定めのない限り、防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和２７

年法律第２６６号。以下「防衛省給与法」という。）第２６条の規定により、一般職に属する

非常勤の職員の例によることとされていることから、一般職の職員の給与に関する法律（昭

和２５年法律第９５号。以下「一般職給与法」という。）第２２条第２項の規定により、予算

の範囲内で、次に掲げるとおり、支給するものとする。 

(1)  給与は、人事院通知第１項の規定により、類似する職務に従事する常勤の隊員の属する

職務の級の初号俸の俸給月額を基礎として、職務内容及び職務経験等並びに在勤する地域

の要素を考慮して決定し、支給するものとする。 

(2)  給与は、日額又は時間給にて定める。なお、時間給は、算出した日額を基礎として、そ

の者について定められた１日の正規の勤務時間で除して得た金額とする。 

(3)  給与は、給与法令の一部改正により基礎とした俸給月額が改定された場合について、当

該給与法令の施行日の属する月の翌月から、これを改定できるものとする。 

(4)  給与の支給については、月の初日（採用日が月の初日でない場合は、当該採用日）から

末日までの間（以下この号において「算定期間」という。）において勤務した日数又は時

間数に基づき算出した額に次号から第９号までの規定により必要に応じ加算又は減額し

た上で、算定期間の翌月の１８日に行うものとする。ただし、１８日が日曜日、土曜日又

は国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たるときは、

１８日の直前のこれらの日以外の日とする。また、非常勤の隊員が算定期間の中途で退職



 

 

した場合は、すみやかに、支給するものとする。 

(5)  地域手当に相当する給与については、一般職給与法第１１条の３の規定により、支給す

るものとする。 

(6) 住居手当に相当する給与については、一般職給与法第１１条の１０の規定により、認定

の上、支給するものとする。 

(7)  通勤手当に相当する給与については、一般職給与法第１２条及び人事院通知第２項の規

定により、認定の上、支給するものとする。 

(8)  非常勤の隊員が勤務しないときは、有給休暇の場合を除き、給与は支給しないものとし、

減額の方法については、一般職給与法第１５条の規定による。 

(9)  正規の勤務時間を超えて勤務を命じた場合は、一般職給与法第１６条の規定により、超

過勤務手当に相当する給与を支給するものとする。また、正規の勤務時間として午後１０

時から午前５時までの間又は国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定

める休日に勤務を命じた場合は、一般職給与法第１７条及び第１８条の規定により、夜勤

手当又は休日給に相当する給与を支給するものとする。 

(10)  期末手当に相当する給与については、一般職給与法第１９条の４から第１９条の６ま

で及び人事院通知第３項の規定により、任期が相当長期にわたる非常勤の隊員に対して

は、勤務期間等を考慮の上、必要に応じ、支給するものとする。また、勤勉手当に相当す

る給与については、一般職給与法第１９条の７及び人事院通知第３項の規定により、勤務

期間、勤務実績等を考慮の上、必要に応じ、支給するものとする。 

(11) 退職手当については、国家公務員退職手当法(昭和２８年法律第１８２号)第２条第２

項、国家公務員退職手当法施行令(昭和２８年政令第２１５号)第１条第１項第２号及び同

条第２項並びに国家公務員等退職手当暫定措置法施行令の一部を改正する政令（昭和３４

年政令第２０８号）附則第５項の規定により、任期が６月を超えない非常勤の隊員に対し

ては支給されない。 

８ 保険等 

(1)  雇用保険については、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条及び第６条の規

定により、加入するものとする。なお、公共職業安定所の指示により、週の勤務時間が２

０時間未満である非常勤の隊員については、この限りでない。 

(2)  健康保険及び厚生年金保険については、健康保険法（大正１１年法律第７０号）厚生年

金保険法（昭和２９年法律第１１５号）の規定により、任期が２月を超える非常勤の隊員

は、加入するものとする。なお、年金事務所の指示により、１月の勤務日数及び１日の勤

務時間が常勤の隊員の４分の３未満の非常勤の隊員については、この限りでない。 

 (3)  災害補償については、防衛省給与法第２７条において準用する国家公務員災害補償法(昭

和２６年法律第１９１号)の規定による。 

９ 秘密情報 

  秘密情報（秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６号。以下「省秘訓令」とい

う。）第２条第１項に規定する秘密、特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８

号。以下「特定秘密保護法」という。）第３条第１項に規定する特定秘密並びに日米相互防衛

援助協定等に伴う秘密保護法（昭和２９年法律第１６６号。）第１条第３項に規定する特別防

衛秘密をいう。以下同じ。）の管理者等（省秘訓令第２条第３項第１号及び特別防衛秘密の保



 

 

護に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３８号。以下「特防秘訓令」という。）第２条第３

項第１号に規定する管理者並びに特定秘密の保護に関する訓令（平成２６年防衛省訓令第６４

号。以下「特定秘密訓令」という。）第５条第１項に規定する特定秘密管理者補をいう。以下

同じ。）は、非常勤の隊員を取扱者等（省秘訓令第２条第３項第３号及び特防秘訓令第２条第

３項第３号に規定する取扱者並びに特定秘密訓令第５条第２項に規定する保護業務担当者を

いう。）として指定するに当たっては、省秘訓令第６条又は特防秘訓令第６条若しくは特定秘

密保護法第１１条の規定に基づき指定するものとする。また、取扱い上の注意を要する文書等

及び注意電子計算機情報の取扱いについては、取扱い上の注意を要する文書等及び注意電子計

算機情報の取扱いについて（防防調第４６０８号。１９．４．２７）の規定に従い、秘密情報

等の管理者等が適切に判断するものとする。 

10 適用除外等 

(1)  自衛隊法第４４条の２第１項及び第２項の規定は、同条第３項の規定により、同法第４

１条、第５３条、第５４条第１項及び第６２条第２項の規定は、自衛隊法施行令第５３条

第１項の規定により、適用しない。また、上記に加え、任期が６月を超えない非常勤の隊

員については、自衛隊法施行令第５３条第２項の規定により、自衛隊法第４０条、第４２

条から第４４条まで及び第４９条の規定は適用しない。 

  (2)  自衛隊法施行令第５２条の規定により、自衛隊法第６０条第２項の規定にかかわらず、

国家機関の他の非常勤の職若しくは行政執行法人の非常勤の職を兼ね、又は地方公共団体

の機関の非常勤の職に就くことができる。また、自衛隊法施行令第５３条第３項の規定に

より、自衛隊法第６２条第１項の規定は、防衛大臣又はその委任を受けた者に届け出た場

合には適用されず、自衛隊法第６３条に規定する職等に就き、あるいは営利企業以外の事

業を行う場合には、防衛大臣に届け出なければならない。 

11 一般職の非常勤の職員について 

  一般職の非常勤の職員については、一般職における規則が適用される。 



□ □

年 月 日 年 月 日

短時間（週　　　　時間　　　　分　勤務）

～

勤務実績把握書

別紙様式

勤務実績把握期間

勤務実績把握
担当者

勤務実績把握
責任者

所属・職名(官職名)：

勤務形態 フルタイム

（１）職務内容、期待される役割

（２）所見

年 月 日

日 日

（勤務実績把握責任者）（勤務実績把握担当者）

記入日： 年 月記入日： 年 月

氏名：

氏名：所属・職名(官職名)：

非常勤の隊員 所属： 氏名：

確認日：


